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Ⅰ　ビジネスプラン①

１．独立する前にすることは

　①事業目標をはっきりと決める

　②業種・形態（FC、自ら立ち上げ）をはっきりと
決める

　③事業資金の目途をつける

　④設立後の経営の見通しを立てる

　⑤会社のタイプはどれにするか

　　株式会社・合名会社･合資会社・合同会社

　⑥会社名（商号）を決める

　⑦会社の場所をどこにするか

－３－

２．失敗しない企業はどうすれば良いのか

　①資金管理

　　・資金は足りるのか

　　・資金の使途について

　②会社の経営分析

　　・うまく儲けているのか

　　・潰れそうにないか
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Ⅰ　ビジネスプラン②

３．企業の必須項目

　①税務署等に届出

　②社会保険の加入

　③労働保険の加入

　④創業する業種について許認可が必要か確認

　　例）建設業・運送業・飲食業・人材派遣業・その他
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Ⅱ　資金調達について①

１．失敗しない資金計画の立て方

　①自分がどのような事業を目指すのか

　②創業に必要な資金はどれだけか

　③月々の売り上げはどれだけ見込めるか

　④経費はどれくらいかかるのか

　⑤設備投資はどれくらいかかるのか

－５－

２．どの銀行から資金調達をしたら良いのか

　①設立時

　　・国民生活金融公庫（創業融資制度の活用）

　　・保証協会（創業者融資の活用）

　②設立後第３期目以降

　　民間金融機関（銀行）の活用（第１期及び第２
期に黒字になっていること）
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Ⅱ　資金調達について②

３．独立するとどんな経費や税金がかかるのか

　①経費について　

　　･設立時の登記費用及び専門家への報酬

　　・人件費

　　・社会保険

　　・地代家賃（保証金・敷金・礼金・仲介手数料）

　　・設備投資関連費用（車両購入・什器の購入等）

　　・広告費

　　・その他

－６－

　②税金について

　　・法人税

　　・法人事業税・法人住民税

　　・消費税

　　・源泉所得税
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Ⅱ　資金調達について③（実際に記入して計画を立てて下さい。）

１　　資金調達計画

自己資金 金融機関からの借入金 その他 合計

　　　千円 千円 千円 千円

２　　返済計画 単位：千円

返済予定金額

借入先
1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

合計 　 　 　 　 　

３　　収支計画 単位：千円

　 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

1　売上高 　 　 　 　 　

２　売上原価 　 　 　 　 　

３　売上総利益（１－２） 　 　 　 　 　

４　販売･管理費 　 　 　 　 　

　 役員報酬(店主給料） 　 　 　 　 　

　 従業員人件費 　 　 　 　 　

　 広告宣伝費 　 　 　 　 　

　 交際接待費 　 　 　 　 　

　 土地建物賃貸料 　 　 　 　 　

　 減価償却費 　 　 　 　 　

　 水道光熱費 　 　 　 　 　

　 支払利息 　 　 　 　 　

　 その他経費 　 　 　 　 　

　 合計 　 　 　 　 　

５　営業利益(３－４） 　 　 　 　 　

６　法人税等（暫定的に営業利益の40％を計上してください。） 　 　 　 　 　

７　税引後総利益(５－６） 　 　 　 　 　
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Ⅲ　個人事業と法人経営の違い

個人 法人

■開業資金など 少資本でも可能 少資本でも可能だが、定款認証や登記等の経費がかかる

■設立手続 自分で簡単に出来る 煩雑で費用もかかる

■信用 弱い 強い

■資金調達 出資は困難であり、融資は国民生活金融公庫等から可能 出資、融資など、多彩な方法での調達が可能

■責任
事業の成果は全て個人のものとなるが、万一の時には個
人の全財産をもって無限責任で責任を負う

会社と個人の財産は区別され、万一の時には出資分を限度に有限保
証となる。ただし小規模な会社の場合一般的には代表者などが連帯保
証をするケースが多く、この場合には保証責任を負う

■経理処理 青色申告の場合でも簡易帳簿で済む。 複式帳簿による記載が必要で複雑なため税理士に頼む方が良い

■税務上の違い 　 　

　1)経営者の給料 1)認められない 1)役員報酬として経費となる

　2)家族の給料 2)青色申告は専従者給与 2)給料支払いは経費となる

　 　白色申告は最高86万円 　

　3)退職金 3)本人・専従者分は経費とならない
3)本人・家族取も役員・従業員として業務に従事していれば適正範囲内
で経費となる

　4)減価償却 4)強制償却 4)任意償却

　5)交際費 5)制限はない 5)資本金により制限。10%は認めず

　6)生命保険料 6)必要経費にならない 6)定期保険は必要経費

　7)青色申告 7)65万円の特別控除あり 7)税額控除や特別償却が可能

　 　赤字は3年間は繰越可能 　赤字は7年間は繰越可能

■社会保険 5人以下は任意加入 社会保険に強制加入

■その他 　 事業承継しやすい
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Ⅳ　会社登記に関して①

Ｑ．登記はなぜ必要なの？どのような手続きがあるの？
Ａ．会社の設立には、いくつかの手続きが必要になりますが、登記をすることで、最終的に会社は設立する

ことになります。
　　会社設立手続きは、以下のような流れになっています。
　①会社の基本事項の決定
　　会社名や誰がいくら出資するかなどを決定します。
　②定款の作成
　③金融機関への出資金の払い込み
　④取締役会の開催
　　取締役が複数いる場合、代表取締役を選びます。
　⑤設立登記

Ｑ．平成１８年５月以降会社法が施行されたのでどう変わったのか？
Ａ．会社法の施行により、新たに、有限会社を設立することが出来なくなります。その代わりに、これまでよ

りも柔軟な組織で、株式会社を設立することができるようになりました。具体的には以下のような改正
です。

　　①資本金が１円でも、株式会社の設立が出来ます。（これまでは最低１０００万円）
　　②取締役は１人でもかまいません。（これまでは３人以上必要）
　　③監査役は不要に出来ます。（これまでは必要）
　　④取締役・監査役の任期を、定款で定めれば最長１０年に出来ます。（これまでは、取締役は２年、監査

役は４年まででした。）
　　⑤会計参与と言う専門家をおくことができるようになりました。
　　⑥類似商号の必要がなくなりました。
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Ⅵ　会社登記に関して②

　　Ｑ．有限会社ってなくなるの?

　　Ａ．なくなりません。ただし新たに設立することは出来なくなります。

　　Ｑ．会社設立前後にすべきことは?

　　Ａ．事業計画の作成、確認、修正

　　　　資金調達の計画

　　　　税務に関する届出

　　　　会社の内部組織の決定

　　　　売掛金、現金・預金の管理体制の確立

　　　　月次での損益の把握
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